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オーナー企業のための
次世代戦略策定⽀援

株式会社⽇本総合研究所
リサーチ・コンサルティング部⾨

「次なる成⻑」を共に考え
貴社の成⻑をサポートします
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わが国における事業承継のあり⽅は、きわめて多様化をしています。
1. 問題意識

2. コンサルティングの概要
⽇本総研では、「経営視点」での⽀援を実施します。

オーナー企業の場合、従来であれば、親族へ
承継するのが当然でしたが、現在では、親族
以外の役員・従業員、社外からの招聘、さら
には他社への売却等、多様な承継スタイルが
⽣まれています。
したがって次の2点が必須課題となっているのです。

2 どのような承継スタイルにでも対応で
きる経営基盤を確⽴すること

5〜10年単位で次世代戦略の
⽅向性を確⽴すること
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⼦供への継承が減少

事業承継時期別の現経営者と先代経営者の関係（中規模企業）
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「創業30年がたつ優良
企業だが、少しずつ
売上が減少している。
今後どうしていくべきか？」

「社員はイエスマンばかり
で考えることをしない。
どうすべきか？」

「次世代に引き継ぎたい
と思うが、どこから⼿を
付けていくべきか？」

「上場に関⼼があるの
だが、本当にすべきなの
だろうか？」
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事業承継の両輪

後継者育成 経営の伝承
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責任と権限等

- 経営理念の伝承
ステークホルダー
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ソリューションに対して中⽴の⽴場で⽀援
上場やM＆Aといったソリューションは⼿段に過ぎません。ソリューションありきで考える
のではなく、複数の選択肢の中から、お客様にとって最善と考えられる⽅法をご提案
します。
「経営」の観点で⽀援
「事業承継」というと、とかく「資産」のことばかりが注⽬されますが、本来承継すべきは
「経営」そのものです。後継者⼈材を育成し、組織体制を整備し、永続的な企業
構築を⽀援します。
「実⾏」まで⽀援
単にお客様への指導をするだけでなく、実際の計画策定や制度設計まで⾏います。

3. ⽀援の特徴

プロジェクトテーマ
事業戦略再構築

プロジェクト期間
3〜6カ⽉程度

概要
• 事業計画を策定しながら、オーナー様の基本構想を明確化する。
• 必要に応じて新規事業開発を⽀援する。

案件事例
• 実質無借⾦の優良企業。地場密着でビジネスを⾏っていたが、⼤⼿攻

勢の前に潜在的な不安感があったため、プロジェクト形式で事業戦略の
再検討を⾏った。

プロジェクトテーマ
事業承継構想

プロジェクト期間
3〜6カ⽉程度

概要
• 上場ケース／⾮上場ケース両⾯から、事業計画や資本政策を検討し、

事業承継の⽅向性を提案する。
案件事例
• 親族に後継者が⾒当たらない中、将来の経営承継の⽅向を思案していた。

多様な選択肢をシミュレーションし、取引先への売却という⽅向性が固まった。

プロジェクトテーマ
次世代幹部⼈材
育成

プロジェクト期間
6カ⽉〜1年程度

概要
• 次世代幹部⼈材プロジェクト（＝ジュニアボード）によって、経営課題

解決の実践を経験していただく。経営シミュレーションゲームや戦略ケー
ススタディなど、多様なプログラムによる研修も合わせて実施し、経営者
スキルを体得していただく。

案件事例
• 創業社⻑のリーダーシップで経営が⾏われていたが、将来を考えた際に社

⻑⾃⾝がリスクを感じており、幹部候補⽣への育成プログラムを実施した。

プロジェクトテーマ
上場⽀援/組織整備

プロジェクト期間
6カ⽉〜1年程度

概要
• 企業⾵⼟や事業特性、⼈員構成等の個別事情を考慮しながら、組織的

運営の仕組み・業務フローを構築する。
案件事例
• 上場を⽬指す中で組織体制を整備しただけでなく、マーケティング部⾨

や技術部⾨等の本業の業務フローの標準化を実現した。

4. コンサルティングケース
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主なコンサルティング実績は以下のとおりです。
5. 実績⼀覧

業種 ⽀援概要 結果

モバイル関連事業 事業計画策定・コーポレートストーリー策定 上場達成

パソコン⼩売業 経営計画策定・⼈事制度策定 上場達成

外⾷チェーン 投資家調査・コーポレートストーリー策定・想定問答集
作成 上場達成

エンジニアリング 事業計画策定・申請書類作成・内部統制制度整備 上場達成

携帯コンテンツ コーポレートストーリー策定 上場達成

マンション開発 上場申請書類事業計画策定・IR⽀援全般 上場達成

システム開発 部⾨別計画策定・マーケティング再構築・技術ロードマップ
策定 上場準備中

レジャー施設運営 事業計画策定・資本政策⽴案・規程類整備 上場準備中

給⾷事業 経営総合診断・経営戦略プロジェクト・持株会社化⽀援 ⾮上場成⻑

建設業 事業計画策定・事業承継構想 ⾮上場成⻑

環境サービス ジュニアボード⽅式による⻑期ビジョン策定 親族への承継

卸売業 基本構想策定・組織体制整備 親族への承継

警備業 ジュニアボード⽅式による⻑期ビジョン策定 親族への承継

システム開発 事業計画策定・資本政策⽴案 売却による承継

半導体関連製造装置 事業計画再検討・上場診断・事業承継構想 売却による承継
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6. ⽇本総研のご紹介

7. お問い合わせ先
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